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１ 問題意識
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食料安全保障の確保には、以下の３点が必要

 農業生産の基盤である農地の確保（農地）

 農地を利用できる経営体の確保（人）

 農地面積や労働時間当たりの収量（生産性）の向上（技術）

１ 問題意識
（１）農業者の急速な減少が最大の課題
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農業者の急速な減少が最大の課題



○ すう勢ベースでは、農業経営体は全体として大きく減少し、2020年：108万 → 2030年：54万経営体に
半減する見込み。

○ 経営体の種別では、準主業＋副業＞ 主業（個人）の順に減少。法人等団体は増加。

２０２０年 ２０３０年
（すう勢）

総経営体数 １０８万 ５４万
うち
法人等団体 ４万 ５万
主業経営体 ２３万 １１万
準主業･副業的経営体 ８１万 ３８万

経営規模の拡大がない場合、
２０２０年と比べて
約３割の農地が
利用されなくなるおそれ
（主な耕種農業での試算）

主業経営体：農業所得が主（世帯所得の50％以上が農業所得）で、調査期日前１年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいる個人経営体
準主業経営体：農外所得が主（世帯所得の50％未満が農業所得）で、調査期日前１年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいる個人経営体
副業的経営体：調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいない個人経営体

１ 問題意識
（２）農業経営体の減少（2030年のすう勢）

（参考）経営体数の見通しの推計方法
法人等団体経営体
農林業センサス2005年～2020年値の増加率により推計

主業経営体、準主業・副業的経営体
主業経営体の近年の減少率（2021年～2023年で年率▲7.4％）や基幹的農業従事者の動態などを踏まえ推計
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資料：「農林業センサス」、「農業構造動態調査」及び各種面積統計を基にした農林水産省試算




